
第７期第４回横浜市子ども・子育て会議〔放課後部会〕 

 

日時：令和８年７月８日（水） 

18 時 30 分～19 時 15 分 

場所：市庁舎 18階 みなと６・７会議室 
 
 

議事次第 
 
 

１ 開会 

 

２ 青少年部長あいさつ 

 

３ 議事 

「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点検・評価につ

いて（令和７年度分） 

 

４ 閉会 

 
〔配付資料〕 
資料１  横浜市子ども・子育て会議放課後部会 委員名簿 

資料２  横浜市子ども・子育て会議放課後部会 事務局名簿 

資料３  横浜市子ども・子育て会議条例 

資料４  横浜市子ども・子育て会議運営要綱 

資料５  「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点検・評価について 

（令和７年度分） 

 



資料１

所　属　・　役　職　等 備　考

1 文教大学人間科学部　教授 ○ 青山
あおやま

　鉄兵
てっぺい

2
千葉大学　名誉教授
千葉敬愛短期大学　名誉教授

◎ 明石
あ か し

　要一
よ う いち

3 市民委員 金井
か な い

　宏之
ひろゆき

4 文教大学人間科学部　教授 金藤
かねふじ

　ふゆ子
こ

臨時委員

5 国士舘大学文学部教育学科 教授 鈴木
すずき

　裕子
ゆうこ

臨時委員

6
横浜市民生委員児童委員協議会
緑区主任児童委員連絡会代表 髙林

たかばやし

　綾子
あ や こ

7 横浜市青少年指導員連絡協議会　会長 辺見
へんみ

　伸一
しんいち

8 横浜市小学校長会　副会長 松瀬
まつせ

　歩
あゆむ

臨時委員

9 横浜市ＰＴＡ連絡協議会　副会長 松林
まつばやし

　美津子
み つ こ

臨時委員

10 横浜市子ども会連絡協議会　会長 松本　豊
まつもと ゆたか

臨時委員

11 横浜障害児を守る連絡協議会　副会長 宮永
みやなが

　千恵子
ち え こ

臨時委員

※任期は令和8年10月31日まで

横浜市子ども・子育て会議放課後部会 委員名簿

委　　員

◎：部会長　　○：職務代理者
【敬称略・50音順】

平成27年４月現在



区 分 所 属 氏 名

企画調整課担当係長 後 藤 佑 介

放課後児童育成課担当係長 堤 大 造

井 上 響

河 原 大

企画調整課長

江 場 貴 之放課後児童育成課担当係長

平 野 聡 一

横浜市子ども・子育て会議放課後部会 事務局名簿

こども青少年局

放課後児童育成課長

青少年部長

放課後児童育成課担当係長

許 田 重 治

白 石 亜 紀 子

放課後児童育成課担当係長

放課後児童育成課担当係長 岡 部 裕 希

放課後児童育成課担当係長 小 室 達 郎
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○横浜市子ども・子育て会議条例 

平成25年３月27日 

条例第18号 

横浜市子ども・子育て会議条例をここに公布する。 

横浜市子ども・子育て会議条例 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「支援法」という。）第72条

第１項、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

18年法律第77号。以下「認定こども園法」という。）第25条等の規定に基づき、横浜市

子ども・子育て会議（以下「子育て会議」という。）を置く。 

（平26条例59・平27条例12・令５条例７・一部改正） 

（所掌事務） 

第２条 子育て会議は、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 支援法第72条第１項各号に掲げる事務を処理すること。 

(2) 認定こども園法第17条第３項、第21条第２項及び第22条第２項並びに横浜市幼保連

携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例（平成26年

９月横浜市条例第46号）第４条の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議

すること。 

(3) その他支援法第６条第１項に規定する子ども等に係る施策に関し市長が必要と認め

る事項を調査審議すること。 

２ 支援法第61条第１項の規定に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画について、次

世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）第８条第１項の規定に基づく市町村行

動計画、子ども・若者育成支援推進法（平成21年法律第71号）第９条第２項の規定に基

づく市町村子ども・若者計画及びこども基本法（令和４年法律第77号）第10条第２項の

規定に基づく市町村こども計画（以下「市町村行動計画等」という。）と一体のものとし

て策定し、及び評価するため、子育て会議において、市町村行動計画等の策定及び実施状

況に係る評価についての調査審議を併せて行うものとする。 

（平26条例59・全改、平27条例12・令５条例７・令７条例７・一部改正） 

（組織） 

第３条 子育て会議は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、支援法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援に関し学識経験のある者そ
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の他市長が必要と認める者のうちから、市長が任命する。 

（平26条例59・一部改正） 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（臨時委員） 

第５条 市長は、子育て会議に特別の事項を調査審議させるため必要があると認めるときは、

臨時委員若干人を置くことができる。 

２ 臨時委員は、市長が必要と認める者のうちから市長が任命する。 

３ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときまでとする。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 子育て会議に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。 

３ 委員長は、子育て会議を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 子育て会議の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長及び副委員長が選出され

ていないときは、市長が行う。 

２ 子育て会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長

の決するところによる。 

（部会） 

第８条 子育て会議に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員長が指名する委員又は臨時委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、委員長が指名する。 

４ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、委員長の指名する部会の委員が、

その職務を代理する。 

５ 第６条第３項の規定は部会長の職務について、前条（第１項ただし書を除く。）の規定

は部会の会議について、それぞれ準用する。この場合において、第６条第３項並びに前条
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第１項本文及び第３項中「委員長」とあるのは「部会長」と、第６条第３項及び前条中「子

育て会議」とあるのは「部会」と、同条第２項及び第３項中「委員」とあるのは「部会の

委員」と読み替えるものとする。 

（関係者の出席等） 

第９条 委員長又は部会長は、それぞれ子育て会議又は部会において必要があると認めると

きは、関係者の出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の

提出を求めることができる。 

（庶務） 

第10条 子育て会議の庶務は、こども青少年局において処理する。 

（委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、委員長が

子育て会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

（平27条例12・旧附則・一部改正） 

（委員の任期の特例） 

２ 第３条第２項の規定により平成27年４月１日に任命される委員の任期は、第４条第１

項本文の規定にかかわらず、同日から平成28年10月31日までとする。 

（平27条例12・追加） 

附 則（平成26年９月条例第59号） 

（施行期日） 

１ この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

の一部を改正する法律（平成24年法律第66号）の施行の日から施行する。ただし、次項

の規定は、公布の日から施行する。 

（施行の日＝平成27年４月１日） 

（準備行為） 

２ 横浜市子ども・子育て会議条例第１条に規定する子育て会議は、この条例の施行の日前

においても、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の

一部を改正する法律による改正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第17条第３項の規定によりその権限に属さ
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せられる事項について、この条例による改正後の横浜市子ども・子育て会議条例の規定の

例により、調査審議することができる。 

附 則（平成27年２月条例第12号） 抄 

（施行期日） 

１ この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）の施行の日から施行する。

ただし、附則を附則第１項とし、同項に見出しを付し、附則に１項を加える改正規定は、

平成27年４月１日から施行する。 

（施行の日＝平成27年４月１日） 

附 則（令和５年３月条例第７号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年２月条例第７号） 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 



横浜市子ども・子育て会議運営要綱 

 

制定 平成 27 年３月５日 こ企第 1019 号（局長決裁） 

最近改正 令和８年２月 18 日 こ企第 516 号（局長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、横浜市子ども・子育て会議条例（平成 25 年３月横浜市条例第

18号。以下「条例」という。）に基づき設置される、横浜市子ども・子育て会議（以

下「子育て会議」という。）の組織、運営その他必要な事項について定めるものとす

る。 

 

 （部会） 

第２条 子育て会議は、条例第８条に基づき次の左欄に掲げる部会を置き、右欄に

掲げる事項を調査審議する。 

 

部会の名称 調査審議事項 

子育て部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること

（条例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

保育・教育

部会 

１ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること

（条例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

２ 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び特定乳児等通園

支援事業の確認及び利用定員の設定に関すること（条例第２条第

１項第１号関係） 

３ 幼保連携型認定こども園の認可等に関すること（条例第２条第

１項第２号関係） 

４ 幼保連携型認定こども園の整備費補助対象の審査に関すること

（条例第２条第１項第３号関係） 

５ 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に関するこ

と（条例第２条第１項第３号関係） 

６ 幼稚園・認定こども園預かり保育事業の認定先の審査に関する

こと（条例第２条第１項第３号関係） 

７ 幼稚園２歳児受入れ推進事業実施園の審査に関すること（条例

第２条第１項第３号関係） 

８ 子ども・子育て支援法に係る支給認定、利用者負担額等に関す

ること（条例第２条第１項第３号関係） 

放課後部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること

（条例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

青少年部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること

（条例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

 

２ 部会は、必要に応じ部会長が招集する。 

３ 保育・教育部会における次の事項の決定は、子育て会議の決定とみなす。ただ

し、次回の子育て会議に報告しなければならない。 

(1) 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び特定乳児等通園支援事業の利用

定員の設定に関すること（条例第２条第１項第１号関係） 
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(2) 幼保連携型認定こども園の認可等に関すること（条例第２条第１項第２号関

係） 

(3) 幼保連携型認定こども園の整備費補助対象の審査に関すること（条例第２条第

１項第３号関係） 

(4) 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に関すること（条例第２条

第１項第３号関係） 

(5) 幼稚園・認定こども園預かり保育事業の認定先の審査に関すること（条例第２

条第１項第３号関係） 

(6) 幼稚園２歳児受け入れ推進事業実施園の審査に関すること（条例第２条第１項

第３号関係） 

 

（委員長又は部会長の専決事項） 

第３条 委員長は、軽易又は急施を要する事項で、子育て会議を招集する暇がない

ときは、これを専決できる。ただし、次の子育て会議に報告しなければならな

い。 

２ 第１項の規定は、第２条第３項について、部会長に準用する。この場合におい

て、第１項中「委員長」とあるのは「部会長」と、第１項中「子育て会議」とあ

るのは「部会の会議」と読み替えるものとする。 

 

（会議の公開） 

第４条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１

号）第31条の規定により、子育て会議（部会の会議を含む。）については、一般

に公開するものとする。ただし、委員の承諾があれば、会議の一部又は全部を非

公開とすることができる。 

 

（意見の聴取等） 

第５条 委員長は、子育て会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席

を求め、その意見又は説明を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

２ 第１項の規定は、部会長に準用する。この場合において、第１項中「委員長」

とあるのは「部会長」と、第１項中「子育て会議」とあるのは「部会の会議」と

読み替えるものとする。 

 

（守秘義務） 

第６条 委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密をもらしてはならない。その身

分を失った後も同様とする。 

 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、運営に必要な事項は、委員長が子育て会議

に諮って定める。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 28 年 11 月１日から施行する。 

 

2



附 則 

 この要綱は、平成 30年８月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和８年２月 18日から施行する。 
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